
国土審議会土地政策分科会企画部会 

国土調査のあり方に関する検討小委員会（第１回） 

平成２１年３月１３日（金） 

 

 

【石川国土調査課長】  定刻になりましたので、ただいまから国土審議会土地政策分科

会企画部会国土調査のあり方に関する検討小委員会を開催させていただきます。委員の皆

様方には、お忙しい中ご出席いただきまして、まことにありがとうございます。また、本

委員会への委員のご就任につきましてご快諾いただき、ありがとうございました。私、事

務局を務めさせていただきます国土交通省土地・水資源局国土調査課長の石川でございま

す。よろしくお願いいたします。 

 それではまず初めに、お手元の配付資料の確認をさせていただきたいと思います。上か

ら順に「議事次第」「座席表」「委員名簿」、それから資料が資料１から資料５までございま

す。資料４のところに別紙１と別紙２とがついてございます。不足等ございましたらお申

し出いただければと思います。 

 今回、第１回の委員会ということで、まず初めに委員の皆様方のご紹介をさせていただ

きたいと思います。お手元の委員名簿の記載の順でご紹介させていただきます。 

 山形大学人文学部人間文化学科教授でいらっしゃいます阿子島功委員でございます。 

【阿子島委員】  阿子島です。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  独立行政法人都市再生機構本社業務企画部長でいらっしゃいま

す小野沢透委員でございます。 

【小野沢委員】  小野沢でございます。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  東京大学大学院工学系研究科教授でいらっしゃいます清水英範

委員でございます。 

【清水委員】  こんにちは、清水でございます。 

【石川国土調査課長】  財団法人資産評価システム研究センター理事長でいらっしゃい

ます堤新二郎委員でございます。 

【堤委員】  堤でございます。よろしくお願いします。 

【石川国土調査課長】  大宮公証センター公証人でいらっしゃいます藤原勇喜委員でご

ざいます。 
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【藤原委員】  藤原でございます。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  岐阜県森林組合連合会代表理事副会長兼専務でいらっしゃいま

す三島喜八郎委員でございます。 

【三島委員】  三島でございます。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  三井不動産株式会社開発企画部特任参与でいらっしゃいます山

下保博委員でございます。 

【山下委員】  山下でございます。よろしくお願いします。 

【石川国土調査課長】  早稲田大学大学院法務研究科教授でいらっしゃいます山野目章

夫委員でございます。 

【山野目委員】  山野目でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  土地家屋調査士でいらっしゃいます山脇優子委員でございます。 

【山脇委員】  山脇です。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  測量士でいらっしゃいます横山巖委員でございます。 

【横山委員】  横山でございます。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  関東学院大学工学部社会環境システム学科教授でいらっしゃい

ます若松加寿江委員でございます。 

【若松委員】  若松でございます。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  本日は以上合計１１名の委員の方々で議論を進めてまいりたい

と思っております。よろしくお願いいたします。また、委員につきましては、このほか株

式会社読売新聞東京本社執行役員制策局長でいらっしゃいます佐藤三千男委員、並びに愛

知県三好町長でいらっしゃいます久野知英委員が選任されておりますけれども、本日はご

都合によりご欠席ということで連絡いただいております。 

 次に、国土交通省からの出席者をご紹介させていただきます。 

 土地・水資源局、押田局長でございます。 

【押田土地・水資源局長】  押田でございます。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  同じく土地・水資源局、宮崎次長でございます。 

【宮崎土地・水資源局次長】  よろしくお願いします。 

【石川国土調査課長】  町田総務課長でございます。 

【町田総務課長】  町田でございます。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  大野土地政策課長でございます。 
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【大野土地政策課長】  大野でございます。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  山本土地利用調整課長でございます。 

【山本土地利用調整課長】  山本でございます。 

【石川国土調査課長】  総務課、増田企画官でございます。 

【増田総務課企画官】  増田でございます。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  以上、よろしくお願いいたします。また、本委員会におきます

議事の公開についてでございますが、国土審議会土地政策分科会の企画部会と同様に、会

議は非公開、ただし報道機関は傍聴可能としまして、冒頭のみカメラ撮りが可能。議事録

につきましては、発言者も含めて公表ということにさせていただきたいと思います。よろ

しくお願いいたします。 

 それでは初めに、国土交通省土地・水資源局押田局長からごあいさつを申し上げたいと

思います。よろしくお願いします。 

【押田土地・水資源局長】  国土調査のあり方に関する検討小委員会の第１回目という

ことでございますので、一言ごあいさつ申し上げたいと思います。 

 初めに、委員の皆様方におかれましては、当委員会の委員へのご就任をお願いいたしま

したところご快諾をいただきまして、まことにありがとうございました。また、早速ご多

忙の中、本日はご出席をいただいておりまして、まことにありがとうございます。御礼を

申し上げます。 

 国土調査につきましては、土地と水に関する最も基礎的な情報を整理するものというこ

とで、国、地方公共団体、一体となって進めてきているところでございます。中でも、調

査の主要な柱でございます地籍調査につきましては、土地取引の円滑化、また個人資産の

保全、災害復旧、さらには公共工事の円滑化等々、その効果は非常に広範囲にわたってお

りまして、適正な土地利用推進の観点からも極めて重要な役割を担っているところでござ

います。ただ、ご承知のとおり、調査開始からもう既に半世紀を経ているわけでございま

すが、全国平均で４８％の進捗ということで、まだまだ十分でない部分がございます。こ

ういった状況を踏まえまして、私ども国土交通省といたしましては、地籍調査の促進につ

きましてご検討いただくということで、昨年度国土審議会のもとに、有識者による地籍調

査促進検討小委員会を設置いたしました。昨年８月に、都市部及び山村部における地籍整

備の促進策ということで、ご報告をおまとめいただいたところでございます。本日ご出席

いただいております委員の中には、この地籍調査促進検討小委員会から引き続き委員とし
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てご就任いただいている皆様もいらっしゃいまして、重ねて御礼を申し上げたいと思いま

す。 

 今回、第１回目の国土調査のあり方に関する検討小委員会でございますが、現行の第５

次の国土調査事業の十箇年計画でございますが、これが平成２１年度で期末を迎えるわけ

でございます。平成２２年度を初年度といたします次期の長期計画策定に向けまして、地

籍調査だけでなく土地分類調査等も含めまして、今後の国土調査全般につきましてそのあ

り方をご議論いただきたいと考えております。委員の皆様方におかれましては、大変ご多

忙の中恐縮でございますが、どうかそれぞれのご専門の立場から、ご意見、またご指導を

いただきますようにお願いを申し上げまして、開会のごあいさつにさせていただきます。

よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  ありがとうございました。それでは、議事に先立ちまして、委

員長の選任をさせていただきたいと思います。委員長の選任につきましては、資料１にご

ざいますけれども、本委員会の設置要綱におきまして、委員の皆様の互選によりまして委

員長を選任していただくということになっております。いかがいたしましょうか。 

【山野目委員】  よろしいでしょうか。 

【石川国土調査課長】  はい。 

【山野目委員】  ただいま局長のお話にもありました地籍調査促進検討小委員会でもお

とりまとめの任を担っていただきました清水委員が、適任であるというふうに考えますか

ら、ご推挙申し上げます。 

【石川国土調査課長】  今、清水委員を委員長にご推挙ということでございましたけれ

ども、いかがいたしましょうか。 

（「異議なし」の声あり） 

【石川国土調査課長】  それでは、皆様ご異議がないようでございますので、清水委員

に本検討小委員会の委員長をお引き受け願いたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 それでは、これから委員長に議事進行をお願いいたしたいと思います。清水委員には委

員長席にお移りいただきまして、議事進行をよろしくお願いいたします。 

【清水委員長】  はい、では、委員の皆様方から委員長にということでご推薦を賜りま

したので、何分若輩者でございますけれども、この小委員会の委員長の任を取らせていた

だければと思います。大変な重責であるということは重々承知しているつもりでございま

す。皆様方のご尽力、ご支援、ご協力を賜りまして、会の円滑な運営のために全力を尽く

 -4-



したいと思いますので、よろしくお願い申し上げます。簡単ではございますが、委員長就

任のごあいさつとさせていただきます。 

 それでは、以後私が担当しまして進行させていただきます。今日の議事次第は皆様のお

手元にあろうかと思いますが、大きく４つ、そしてその他の議題がございます。 

 最初の議事でございますが、国土調査の概要についてという内容でございます。これを

石川課長さんのほうから説明をいただいて、その後議論をしてまいりたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  はい。それでは国土調査の概要についてご説明したいと思いま

す。資料２をごらんいただきたいと思います。 

 資料２の１ページでございます。国土調査はご承知のように、国土調査法また国土調査

促進特別法に基づきまして実施されております。その目的といたしますところは、これは

国土調査法の第１条にございますけれども「国土の開発及び保全並びにその利用の高度化

に資するとともに、併せて地籍の明確化を図るため、国土の実態を科学的かつ総合的に調

査するもの」というものでございます。 

 国土調査の中身につきましては、その性格上から大きく３つに分けることができます。

地籍調査と土地分類調査、また水調査となっております。内容につきましてはここに図が

ございます。 

 地籍調査、もうご承知のとおり、一筆ごとの土地の所有者、地番及び地目の調査、境界

及び地積に関する測量ということでございます。右のほうには、現在実施されております

地籍調査関係の調査を書いております。基準点測量というのは、これは国が事業主体とな

りまして、地籍調査に必要な四等三角点を設置していくものでございます。また、土地活

用促進調査につきましては、これは後ほどまた出てまいりますが、国直轄で特に都市部を

対象といたしまして、街区の基本的な情報につきまして調査をしているものでございます。

それから地籍調査、これが主になります。主に市町村が事業主体になっているものでござ

います。 

 それから土地分類調査関係につきまして、これも今実施されているものが３つ出てござ

います。土地分類基本調査の垂直調査というものがございます。これは国が直接調査して

おりまして、特に三大都市圏とか政令指定都市を対象にしまして、過去のボーリングデー

タを集めまして地質の広域的な断面図、２キロメートルメッシュで断面図をつくっている、

そういう調査でございます。それから２０万分の１の土地保全基本調査、これも国が直接
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行っているものでございます。都道府県単位で自然環境条件図とか土地利用植生現況図

等々を調査しているものでございます。３つ目の土地分類調査（細部調査）というのが、

市町村が行っているものでございます。市町村単位で、地形の分類図とか表層の地質図等々

を調査しているものでございます。 

 また、水調査の関係では、今実施されておりますのが、１つが水基本調査。これは国が

直接行っているものでして、全国の地下水、深井戸のデータにつきまして整備しているも

のでございます。それから主要水系調査。これも国が直接行っているものでして、全国の

１級河川の水系を対象にしまして、水文のデータとか利水関係の情報等につきまして整備

を行っているものでございます。 

 以上、国土調査の概要でございます。 

 ２ページをごらんいただきたいと思います。国土調査につきましては、昭和２６年に国

土調査法が制定されておりますが、その後調査の促進を図るためということで、昭和３７

年に、国土調査促進特別措置法が制定されまして、昭和３８年以降には十箇年計画という

ものを国が定めまして、これに基づいて進めているということでございます。現在は、平

成１２年度を初年度といたします第５次国土調査事業十箇年計画に基づいて実施しておる

ということでございます。 

 この第５次十箇年計画の内容につきまして、これはこの十箇年に行います計画事業量を

定めておるということでございます。先ほどご説明しました基準点測量の基準点の数、そ

れから土地分類基本調査の――これは垂直調査でございます――の対象面積、それから土

地分類調査の調査面積、これは市町村の行う土地分類調査でございます。それから４つ目

が地籍調査。市町村が主に行います地籍調査の調査面積ということで、これらについて十

箇年計画の中に計画事業量が定められているということでございます。 

 平成２１年度がこの十箇年計画の期末になりますので、次期の、２２年度を初年度とい

たします長期計画の策定が必要となってございます。また、あわせまして、特別措置法を

改正して次期の長期計画を策定していくと考えております。 

 ３ページ目には、本検討小委員会の進め方ということで書かせていただいております。 

 本日は、この国土調査の概要と実施状況、また特に地籍調査の促進に向けました課題に

ついて書かれております。後ほどご説明いたしますけれども、ご検討いただきたいと思っ

ております。 

 第２回は５月ごろを予定しておりまして、ここでは土地分類調査についての今後の方向、
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また本日のご議論を踏まえました地籍調査の今後の方向性ということで、ご検討いただき

たいと思っております。 

 第３回目を７月ごろに予定しておりまして、第２回までの議論を踏まえました今後の方

向性ということで、報告書の案についてご審議いただきたいと思っております。 

 ８月ごろに第４回を開きまして、報告書の最終的なとりまとめを行っていただきたいと

考えております。 

 以上でございます。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございました。それでは、国土調査の概要に

ついてということで、皆様ご存じの方も多いと思いますが、まず何かご質問等ございまし

たらお受けしたいと思いますが、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。あと、本小委

員会の進め方の案というのも示していただいております。今日を含めて計４回開催すると

いう予定であるということでございますが、いかがでございましょうか。よろしいでしょ

うか。はい、ありがとうございました。それでは、最初の議題はこのぐらいとさせていた

だきます。 

 議事の、お手元の議事に（２）（３）とありますが、関連することですので、一緒に説明

をいただいてその後ご質問、議論の時間をとりたいと思います。（２）が地籍調査の概要に

ついて、（３）が先ほどご紹介ございましたが、地籍調査促進検討小委員会での、この先行

小委員会になるというような位置づけでございますが、その検討内容のご報告ということ

でございます。これについても、石川課長様からよろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  はい。それでは初めに地籍調査の概要についてご説明したいと

思います。資料３をごらんいただきたいと思います。 

 資料３の１ページでございます。公図というものと地籍図と出ております。ご承知のよ

うに、今登記所に地図、図面が備えられているわけですけれども、そのうち明治時期の、

地租改正の際につくられました旧土地台帳付属地図というものがまだ相当あるということ

でございます。これが一般には公図と呼ばれておりますが、必ずしも現地を正確にあらわ

していないというものでございます。地籍調査の成果によりまして、この公図が正しい地

図に置きかえられていくというものでございます。 

 ２ページをごらんいただきたいと思います。ここには、全国の登記所に備えられており

ます図面の現状が示されてございます。全国の図面の総枚数で約６６８万枚ということで

ございますけれども、そのうちの正式な地図、不動産登記法第１４条第１項でいいます地
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図というものが登記所備付地図、約３８３万枚、約５７％を占めているということでござ

います。さらにそのうちの地籍図が３３２万枚ということで、地籍調査の成果がこの登記

所備付地図のうちの約８７％ぐらいを占めているというものでございます。また一方で、

まだ公図、地図に準ずる図面とありますが、こういうものが全体の４３％あるということ

でございます。 

 次の３ページをごらんいただきたいと思います。ここには地籍調査の概要につきまして、

もう先ほどもご説明いたしましたので詳細は省略させていただきますが、地籍調査につい

て手順を下のほうに、流れを書かせていただいております。事業の計画準備から地元の説

明会等を行いまして、基準点の測量から一筆地調査というのがございます。これは地権者、

土地の所有者の方に立ち会っていただくというものでございます。その結果を踏まえて測

量を行いまして地積を測定し、成果を閲覧しまして地籍図、地籍簿というものにまとめま

す。これにつきまして、市町村が行った場合には県が認証を行いまして、登記所に送付さ

れるという、こういう流れで地籍調査が進められておるというものでございます。 

 ４ページをごらんいただきたいと思います。地籍調査の実施主体と費用負担でございま

す。地籍調査は自治事務としまして主には市町村が実施してございます。事業費の負担割

合につきましては、国が２分の１、残りについて都道府県が４分の１、市町村が４分の１

という負担割合でございます。また、地方公共団体の負担分のうちの８割につきましては、

特別交付税措置がなされておるということでございます。制度としましては、そういう意

味で実質の負担が、地方の負担は事業費の５％というものでございます。現在の予算の状

況でございますけれども、地籍調査費負担金、これは国費の分でございます。来年度、２

１年度の概算決定では１２０億７,１００万円ということでございます。事業費にしますと

２４１億４,２００万円と。平成２０年度も同額でございました。 

 ５ページをごらんいただきたいと思います。地籍調査の効果でございます。地籍調査の

実施によりまして、土地の面積、地目など、登記の記録が正確なものに置きかわっていく

と。また、地籍調査の成果をもとにしまして、土地の筆界につきまして現地に復元するこ

とが可能になるというものでございます。こういうことから、下のほうに整理してござい

ますが、効果としまして、土地取引の円滑化、土地資産の保全、また公共事業、民間開発

事業のコスト縮減、災害復旧迅速化、公共物管理の適正化、固定資産税の課税の適正化等々、

幅広い効果を持っているものでございます。 

 ６ページには、特に土地取引の円滑化と土地資産の保全ということで、どういうときに
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役立つかということでございますけれども、例えば地籍調査が終わっていないところで土

地を売ろうとした場合に、登記簿の面積と実測の面積が異なることが多いということでご

ざいます。土地を売ろうとしたときに、買われる方から面積について正確なものを作成し

てほしいということを言われた場合には、売る方は直接調査を行わなければいけない、そ

ういう負担もかかってくるというものでございます。また、境界についての承諾が得られ

ない、そういうケースも想定されるかと思っております。地籍調査が終わっておりますと、

そういうものが確定しておりますので、調査後には土地取引が円滑になされるということ

でございます。調査をした結果、ここには面積の変動状況ということで事例がついており

ますが、昭和４５年度から平成１９年度までに実施されました地籍調査の成果によります

と、各地目の合計で実際の面積が登記の面積より平均で１２６％。２６％のいわゆる縄伸

びがあるということがわかっております。 

 次の７ページをごらんいただきたいと思います。ここでは公共事業の場合のコスト縮減

の例で、道路の改良事業の例でございます。道路の改良事業を行うにあたって用地の調査

を行うわけですけれども、地籍調査がもし実施されていれば、対象の面積は約半分ぐらい

で済んで、また事業期間とか事業費についても３分の１ぐらいで済んだのではないかとい

う試算結果がございます。それを紹介したものでございます。また、六本木ヒルズの開発

事業の際には、まず現地の境界の調査だけで４年ぐらいの期間が費やされたということで

ございます。こういうものが、地籍調査が終わっていればスムーズに進むということでご

ざいます。 

 次の８ページでございます。これは、災害復旧の場合ですが、地籍調査が済んでいます

と現地でもとの筆界の位置が復元できるということで、当然境界の確認も早く終わると。

調査済みのところと調査が終わっていなかったところで、この境界確認の期間は非常に大

きく差があるということが出てございます。また、右のほうには中越地震のときの写真が

ございますが、一般に地震が起きた場合であっても、現地で筆界の復元が可能な場合には、

地籍調査が終わっていればそういう筆界について復元ができるということがございますの

で、住宅の早期再建とか道路あるいは農地等の復旧もスムーズに進むというものでござい

ます。 

 次、９ページをごらんいただきたいと思います。地籍調査の実施状況でございます。地

籍調査につきましては、対象地域が全国土面積から国有林と湖沼等の公有水面を除いた地

域、２８万６,２００平方キロが対象になるわけでございます。それに対しまして、平成１
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９年度末時点で、４８％が済んでいるということでございます。４つの地域区分に分けま

して、特に人口集中地区、ＤＩＤはまだ２０％ということでございます。宅地で５０％、

農用地７０％、林地、山林部では４１％ということで、こちらもおくれておるという現状

でございます。 

 １０ページをごらんいただきたいと思います。全国の市町村の地籍調査の着手状況でご

ざいます。これも平成１９年度末ですが、市町村のうちの着手されているところが全体の

８２％、未着手が１８％ということでございます。ただ、着手されていたところにつきま

しても、途中で調査が休止になっているところが２０％ありまして、未着手と合わせます

と全国で４割近い市町村で地籍調査が、まだやらなければいけないところがあるんですけ

れども動いていないという、そういう状況がございます。 

 １１ページには、各都道府県別の進捗の状況、それから市町村の着手の状況が示されて

おります。県の中では、首都圏の各都県、あるいは近畿のあたりが全体にはおくれておる

という状況がございます。 

 １２ページをごらんいただきたいと思います。ここでは、第５次十箇年計画の計画事業

量に対しまして、地籍調査がどのくらい進んでいるかということでございます。計画の事

業量は１０年間で３万４,０００平方キロということでございますが、１９年度までに１万

３,２７９平方キロ終わっていると。今の達成状況では３９％ということでございます。８

年目で３９％、ですからこれまでのペースでもし行ったとしまして、１０年終わったとこ

ろで推計として４９％ぐらいと。また、全体の進捗率としましても、同じく４９％ぐらい

になるであろうという推計値でございます。 

 以上、地籍調査の概要につきましてご説明いたしました。 

 続きまして、資料４で、昨年の８月に地籍調査検討小委員会でおまとめいただきました

報告書についてご説明したいと思います。資料４がその報告書の要約版でございまして、

別紙１がその検討小委員会の委員の名簿でございます。それから、別紙２が報告書そのも

のでございます。別紙２で概要についてご説明したいと思います。 

 最初の目次をごらんいただきますとわかりますように、報告書は大きく、都市部におけ

る地籍調査、それから山村部における地籍調査、それぞれのこれまでとられた措置、それ

から今後の地籍整備の推進方向ということでおまとめいただいております。また、第３章

では全体について、地籍調査の推進に向けました全体的な環境の整備ということでおまと

めいただいております。 

 -10-



 ２ページをごらんいただきたいと思います。都市部での実施の状況とか地籍調査が進ん

でいない理由ということで整理していただいております。状況につきましては先ほどご説

明したとおりでございますが、特に都市部で調査が進んでいない理由ということで２ペー

ジの下のほうに整理しております。権利関係が複雑で、境界の確認に困難を伴う場合が多

い。また、一筆ごとの面積が小さくて筆数が多いこと。調査の完了までに非常に長い期間、

労力、多額の費用が必要になるというようなことでございます。また、一方で、住民の方

あるいは行政の方にこの調査の必要性とか効果が十分に理解されていない場合が多い。ま

た、市町村においても予算や職員の確保が困難になっているということで、なかなか着手

されないという状況がございます。また、住民の方には、隣人との接触を避けたいとか、

トラブルを避けたいというようなことで、なかなか協力も得にくいということがございま

す。 

 右の３ページについては、調査のおくれに伴う課題ということで、これは先ほどご説明

しました地籍調査の効果の裏返しになるわけですけれども、土地取引に当たって調査が行

われていないとリスクがある、あるいは、都市再生の事業を行うにあたりましても支障が

生じやすい。災害復旧の場合にもおくれが生じる。あるいは公共用地の管理の負担につい

ても増大するということでございます。 

 ４ページでは、課税の公平性の確保ということで、これは特に固定資産税の関係で、基

本的には登記簿の面積に基づいて税が課されるわけですが、必ずしも正確に現地の面積を

あらわしていないということで、公平性の確保という問題が出ております。また、地理情

報システム、ＧＩＳのシステムを今後推進するにあたりましても、地籍調査が大きな役割

を果たしますので、こういうものの有用性についても低下が問題になろうということでご

ざいます。 

 それから、４ページ、これまでに都市部で講じられてきた措置でございます。都市部に

つきましては、平成１５年６月に政府の都市再生本部におきまして、民活と各省連携によ

る地籍整備の推進ということで、特に都市部での地籍整備を強力に推進するという方針が

示されております。これを踏まえまして、平成１６年度から１８年度にかけまして、都市

再生街区基本調査を、国直轄で行っております。内容につきましては、この４ページから

６ページにかけて出てございます。まず、都市部の公図の現状。道路に囲まれた街区の位

置と公図がどのくらいずれているかと、そういうものを把握していこうということがござ

います。それにあたりまして、街区基準点、測量の基準点を約２００メートル間隔で、全
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国の地籍調査の終わっていないＤＩＤ地区を対象にしまして、全体で約２０万点の測量の

基準点、街区基準点を設置しております。それをもとにしまして、街区点、街区の四隅に

あたる部分の正確な位置を調査してございます。それとあわせまして、登記所に備えられ

ております相当する公図のほうにつきましても、数値情報化をされておると。その成果と

この街区点の調査結果を重ね合わせまして、現在の公図がどのぐらい実際の位置とずれて

いるかというものを調査したわけでございます。 

 ６ページにまいりますけれども、この調査の結果をどういうふうに活用しているかとい

うことでございます。１つには、測量のための街区基準点というものを高密度に都市部で

置きましたので、特に民間で作成されます地積測量図というのがございますが、分筆の登

記とか地積の変更・更生の登記の際に作成されるものですが、その際の基準点として活用

されます。また地積測量図につきましても、平成１７年から原則として世界測地系の座標

値がつけられるということになりましたので、正確なそういう民間の地積測量図が作成さ

れるようになりました。そういうものが蓄積されるということが、１つ成果としてござい

ます。また、２番目ですが、その公図と現況のずれの状況というものを把握しまして、こ

の結果、全体で、公図の枚数でいいますと約３３万枚について確認されたわけですが、そ

のうち５割を超える公図が１メートル以上ずれている。片方で数％、約５％ぐらいのもの

についてはずれが１０センチメートル未満と、非常に精度の高いものがあるということが

わかったわけでございます。極めて精度の高い公図につきましては、正式地図にする作業

につきましても検討しておるということでございます。 

 それから、その他、これまでの取り組みということで７ページをごらんいただきたいと

思います。７ページの上のほうでございますけれども、官民境界に集中した調査の推進と

いうことで、地籍調査は一筆ごとの土地について、境界を確認・明確化していくものでご

ざいますが、特に平成１４年度から、その地籍調査の中で官民境界等先行調査というもの

を設けております。まず、通常の地籍調査に先立ちまして、この街区の周辺、官民境界あ

るいは官官境界を先行的に調査を行いまして、その成果を踏まえて民民の境界をその後調

査していくという、そういう手法が１つございます。そういうものを進めておるというこ

とでございます。それからもう１つ、７ページの下のほうになりますが、これは平成１９

年度から国直轄の調査で、土地活用促進調査というものを行っております。これは先ほど

ご説明しました都市再生街区基本調査の後続ということで、街区について四隅ばかりでは

なくて、特に国として重点を置く密集市街地とか中心市街地を対象にしまして、街区の外
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周について位置を把握していく。この図にございます赤い点ですね。街区の外周が屈曲し

ているような場合には、主な屈曲の位置を把握していく。外周についてのそういう基礎的

な情報を国が調査によりまして把握して、その後の地籍調査で活用していただく目的で行

っているものでございます。 

 そこで８ページからですが、都市部での今後の地籍整備の推進方向ということで提言を

いただいております。８ページから１１ページにかけてですけれども、基本的に都市再生

街区基本調査で公図と現況のずれの状況が把握されましたので、このずれの程度に応じた

効率的な地籍調査の手法を検討していくべきではないかということで、提言をいただいて

おります。 

 全体につきましては１１ページの図がございまして、ここでご説明したいと思います。

１１ページで、都市部で現況と公図のずれの程度に応じまして、３地域で区分しておりま

す。 

 一番左側が公図と現況がおおむね一致する地域ということで、これは残差が、即ち街区

点とそれに対応します公図上の点が現地でどのくらいずれているかが、その平均二乗誤差

で７センチメートル以内の精度にあり、なおかつ、土地区画整理事業等で作成された公図

であるということ、そういう地域を一番左側に書いてございます。こういう地域につきま

しては、非常に公図の精度も高いということで、改めまして通常の地籍調査を行うという

のではなくて、公図を補正することによりまして正式地図化をできないかと、そういう手

法について国土交通省で実証も行っております。１つそういう区分がございます。 

 それから真ん中が、これは公図と現況が大きく異なる地域ということで、平均二乗誤差

で６メートルを超えるような地域。これにつきましては、やはり通常の地籍調査を行う、

あるいは、法務省の事業になりますが、登記所備付地図作成作業によるということでござ

います。 

 一番右側が、一定程度公図と現況が一致する地域であり、全体の９割以上、公図の９割

以上を占めるわけでございますけれども、これについての進め方ということで、特に官民

境界の情報ですね。街区でいいますと街区の周囲、それについて情報が整備されているか

いないかということで分けまして、整備されていた場合には、先ほど申し上げましたが、

民間から出されます精度の高い地積測量図が多く出てくるような地域であれば、これを街

区の官民境界情報と合わせて活用し、効率的な地籍図の作成の手法について検討していく

べきであろうということでございます。 
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 真ん中のところは、官民境界情報がまだ把握されていない通常の地籍調査の場合であり

ましても、地積測量図等精度の高いものについて活用して、調査図素図を作成しまして現

地調査を効率的に行っていくと、そういう手法が示されてございます。これについて検討

するということでございます。 

 この辺につきましては、９ページの中ほどに「したがって、都市部における地籍整備の

推進については、従来の地籍調査を基本としつつ、市区町による官民境界の調査を推進す

るとともに、登記所に提出される地積測量図の活用により民民境界の情報を蓄積・反映し

た上で、条件の整った場合には、既存の測量成果のない残された区画を補完的に調査し、

地籍図を完成していくという手法等について検討すべき」と、ここで要約されています。

また、そういう手法を用いるにあたりましては、その下のほうにございますが、検討すべ

き項目としまして、市町村の地籍調査担当部局、あるいは登記所等の、関係機関の役割分

担と情報蓄積のルールを確認していく必要がある。次のページの上にありますが、活用可

能な一筆地情報の範囲の明確化、あるいは所要の規定の整備と、そういうものについてあ

わせて検討を進めるべきということが提言されております。 

 あと、１０ページの下のほうですが、特に地籍整備で得られました情報というのは、地

籍図により、登記所の図面を正式なものに置きかえるばかりではなくて、片方で地理空間

情報としても非常に大きな役割を持つということで、地理空間情報につきましては活用推

進基本法というものが平成１９年に制定されておりますが、こういう意味での活用も図っ

ていくべきであるということでご提言いただいております。 

 次に１２ページから、山村部での地籍調査について書かれております。山村部での実施

状況につきましては、先ほどお話ししましたように、進捗率で４１％ということでござい

ます。調査の進まない理由ということで、特に土地所有者の高齢化とか不在村化で境界の

確認が困難になりつつある。また山林・原野につきましては、公図のほうも精度に問題の

あるものが多いといったものでございます。また、作業にあたりましても、地形が急峻等

で測量が困難な場合もあるということがございます。こういう調査のおくれに伴いまして、

特に境界についての人証・物証が失われてしまうと、そういう大きな問題があります。ま

た、１３ページには、森林の整備、管理を行うにあたりましても、境界情報がないと作業

ができないということで、適切な森林管理にも支障が生じるということがございます。 

これまでに講じられてきました措置ということで、これは国が直接行っておりますが、

山村境界保全事業というのを平成１６年から実施しております。境界情報につきまして、
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特にわかりにくくなっているところで、現地に精通されている方の協力を得まして、おお

むねの境界について現地で確認をし、測量をしまして成果を図面で作成して、後から行わ

れます地籍調査に活用していただくということで、こういう事業を国で直接行っています。

山村境界保全事業実施にあたりましては、特に簡易な測量手法も用いており、ディファレ

ンシャルＧＰＳ等、衛星を用いた測量の器械等も使いまして調査を行っているということ

でございます。 

 また、１４ページでございますが、山村部は、森林組合等の外部専門家の活用をしつつ

一筆地調査を推進していくということでございます。 

 今後の山村部におきます地籍整備の推進方向ということで、１４ページから１５ページ

にかけまして、基本的な考え方と具体的な対応の方向ということで整理していただいてお

ります。１つには、所有者の方が現地にもう住んでおられないというケースもございます

ので、筆界をあらわす客観的な資料がある場合には、筆界案というものを作成しまして、

それによって所有者の方の確認を得るという手法がございます。こういうものについて、

現地精通者の方の協力を得て筆界案を作成し、これを送付して確認をする手法がありまし

て、それについて具体的な運用の方法等について明らかにしていく必要があると、提言を

いただいております。 

 また、１５ページの下のほうにある包括外部委託につきまして、作業をできるだけ一体

的に外注化するような仕組みの導入についても行われているところでございます。 

 また、１６ページでは、先ほど申し上げましたけれども、新しい技術でできるだけ簡易

な測量手法を導入しまして、作業の効率化を図っていくということがございます。さらに、

林野庁あるいは林政担当部局とよく連携をし、また森林組合とも連携をして進めていくべ

きということがございます。 

 以上が山村部での地籍整備の推進方向ということでございます。 

 １７ページから第３章ということで、地籍調査全体の推進についての環境の整備という

ことで、これは項目だけ紹介させていただきますと、１つには公共事業との連携。公共事

業の実施される地域であらかじめ地籍調査を行って、両事業の円滑な推進を図るというこ

とでございます。また、新規着手市区町村への支援。地籍調査に精通しましたアドバイザ

ーを派遣する制度というのがございますが、そういうものとか、研修等の充実を図ってい

くということでございます。さらに一筆地調査の促進についての取り組みということもご

ざいます。先ほど申し上げました筆界案の送付制度というものがございますが、こういう
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もののマニュアルの整備ということが書かれてございます。 

 １８ページには、民間測量成果の活用ということで、民間の成果であっても精度の高い

ものにつきましては、これは国土調査法の１９条５項で国土調査の成果と同等以上の精度

又は正確さを持ったものについては、国土調査法の１９条５項で同一の効果があるものと

して指定されまして、登記所に送付されるというものでございます。その他、都市再生街

区基本調査の成果、特に街区基準点について、民間の利用の促進を図っていく。 

 さらに１９ページには、法務省との連携ということで、法務省の制度に筆界特定制度と

いうものがあり、後ほどまたご説明しますが、これは平成１８年から制度化されておりま

して、こういうものの利用につきましても配慮すべきとあります。また、登記所備付地図

作成作業との連携につきましても述べられております。 

 最後に、広報の充実ということで、できるだけわかりやすい形で国民の方々に、地籍調

査について必要性を理解していただくべきということが書かれてございます。 

 以上でございます。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございました。それでは、ただいまのご説明

に対してご質問ご意見等お受けしたいと思います。いかがでございましょうか。 

【藤原委員】  よろしいでしょうか。 

【清水委員長】  はい。お願いします。 

【藤原委員】  藤原でございます。私は１０年前のこの第５次の計画をつくるときのこ

の委員会に出席をさせていただいておりましたので、ちょっとそのときの雰囲気等をもと

に、若干心配な点とか疑問な点を義務として述べさせていただきます。当時、やはり都市

部の地籍調査をいかに推進するかということが、今日の議題と同じように、ほんとうに大

きな大問題だったわけであります。そのときに、２つの方法を提案されまして、１つは先

ほど説明にも出てまいりましたけれども、筆界案ですね。当事者の立ち会いが、忙しくて

都市部はできない方が多いだろうと、そういう場合に、客観的資料に基づいて、例えば公

図と現地が全く一致していると、そういうような客観的な状況がある場合には、筆界案を

送付してその同意を得るという形で、弾力的な運用でいいのではないかというのが第１点

であります。第２点は、外部委託をもっと推進すべきではないかと。特に、土地家屋調査

士の先生方の活用というのが全くと言っていいほど行われておりませんでしたので、そう

いう専門家の知識というものを活用して大々的に促進を図ると、こういうこと、２点あっ

たと理解しております。 
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 そこで、そういった２点を踏まえて、実際に十箇年計画が今、５次の十箇年計画が終わ

ろうとしているわけでありますが、その数字を先ほどご紹介いただいたのを見ますと、３

万４,０００平方キロ行う予定であったと。そして５５％、当時は４３％の進捗率であった

わけでありますが、５５％まで高めようということだったわけですが、実際には１万３,

０００平方キロしかできなかった。そういう新しい手法を用い、外部委託という手法を用

いても、約半分しか計画が実現していない。これは一体どこに問題があるのだろうかとい

うことが心配です。その間に、先ほど説明がありましたように、都市部については、いわ

ゆる基準点の設置とか公図の数値化とかそういったこと、あるいは地積測量図の活用、そ

ういったことをやっていこうという方針が新たにつけ加えられているわけでありますが、

ここで賄われる率というのが大変に少ないものと推定されます。地積測量図による地籍の

訂正、地図の訂正の事件というのは、おそらく全登記事件の５％もあればいいほうではな

いかと。筆個数にしても多分それぐらいだと思いますので、そうなりますと、なかなかそ

れを活用するだけでは、なかなか新たにさらに促進するということについては非常に難し

い。 

 そこで目につくのが、今どなたの委員の方も多分勘づかれておるのではないかと思いま

すが、要するに平成１１年の当時の未着手市町村数、それから休止市町村数と、それから

現在の未着手市町村数と休止市町村数というのは、私の理解ではほとんど変わっていない

のではないか。ですから、そういったところに手をつけないで、周辺のいろいろな手立て

はすばらしいと思いますよ。国交省の素案もおもしろい。ほんとうに、新しい手法を用い

ていろいろな角度からの整備方策をつくられているというのは、ほんとうに敬意に値する

すばらしいことだと思いますが、それだけでは多分賄えない。そして、ここでそういった

手法で宣伝、広告をして理解を得てというようなことでやっても、多分あまり効果は期待

できないのではないかという心配があります。ですから、予算の配分は５％の負担だけで

すよというような説明にはなっておるんですが、今のような市町村の厳しい財政状況のも

とで、５％を負担して地籍調査をやってくださいなんていうことで動くのかどうか。大問

題だと私は思います。大変に心配でなりません。そういったところをどう手をつけていく

かということを、やはりそこに焦点を当ててもっと議論する必要があるのではないかとい

うのが１点であります。 

 それからもう１点は、ちょっと細部の話になって恐縮でありますが、ここはちょっと専

門的な話ですみません、２点ばかり意見として述べさせていただきます。第１点は、山間
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部の地籍調査の推進というところで、筆界案をつくって云々というところの立ち会いの簡

略化という言葉は、これは誤解を招く。簡略化なんかしてはだめだと思います。筆界の立

ち会いというのは簡略化なんかできるものではなくて、それは１０年前のときの問題だっ

たんですが、これは弾力的な運用の問題だと思うんですね。ですからそういう客観的資料、

山間部に客観的資料があるのかどうかと、私はちょっとそこは疑問なんです、公図なので

精度が悪いし。客観的な資料がほんとうにあるのかなという心配がありますが、客観的な

資料があるということであれば、それは弾力的な運用が、今行われているのと同じような

形でやれるのではないかと。そして、立ち会いができない場合というのを、ただ忙しくて

来られないというだけではなくて、大変厳しくて立ち会いすると死亡者が出るというよう

な、そんなところの立ち会いを求められないわけですから、それを相当な理由に加えれば

いいだけではないか。そういう感じがあります。 

 それから、ちょっと説明あられたことがちょっとあるんですけれども、ついでにちょっ

と言わせていただきますが、所有者が不明の場合の話のものがちょっと、ここの資料で私

読ませていただいておりますので、ちょっと意見だけ述べさせていただきます。所有者が

不明の場合に、やはり立ち会いができないという問題があるんですね。その場合どうする

かというときに、ここに案が３つありまして、結論だけ申し上げます。これは、本人がお

れは忙しいから行けないと言っている場合の事案ではなくて、所有者が判明しておりませ

んので、その所有者には情報が伝わっておりませんので、相当慎重に対応する必要がある

と思います。したがって、客観的な資料云々はもちろんでありますが、さらに、今は法務

省と国交省さんが非常に情報を密にして協力体制が取られているわけですから、平成１１

年のときはそういう体制が取られていなかったのであります。現在はそういう体制が取ら

れているわけでありますから、そのときは私は登記官と相談して筆界を認定するという第

３案を希望いたします。いいのではないかと思います。すみません、ちょっと長くなりま

したけれども、恐縮です。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございました。最後の、後半の山間部のお話

は、この次の議題の今後の課題にも大きく関係するところですので、そちらのほうで一応

議論させていただくということでよろしいでしょうか。それで最初の、前半のご質問で、

石川課長さんから何かコメントございますでしょうか。 

【石川国土調査課長】  はい。今、委員からご指摘ありました、特にこの第５次の十箇

年計画に入るにあたって、１つには筆界案で、立ち会いが得られない相当の理由がある場
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合には筆界案で確認をしていただくことができると、そういう仕組みが入っております。

それからもう１つ、外部の専門家を活用する委託の仕組みを入れたところでございます。

筆界案につきまして、今実は現状でどのくらい活用されているかという調査もしてござい

ます。それはまた後ほど紹介できると思います。外部委託のほうにつきましては、これは

特に一筆地調査、立ち会いが必要なところについて導入しようということで、１２年度か

ら、対象地域を最初限りまして、例えば地籍調査を始めて３年以内ぐらいの市町村でまず

そういうことができるというような。それからだんだん対象地域を拡大してまいりまして、

都市部、山村部ということで、結局１８年度から地籍調査を実施する、どこの地域でも一

筆地調査の外注化ができるというような仕組みが入ってございます。あわせまして、外注

関係では、基準点測量のところから閲覧に至るまで、包括的に一体として外部委託できる

という制度も入れているところでございます。当初からそのようなやり方が入った場合ど

れくらい進んだかということもあるかと思いますが、なかなか現地で作業をされている市

町村でそのような仕組みになじんでいただくのに、時間もかかったのではないかというこ

ともございます。また、委員のご指摘がありましたように、非常に地方の財政負担が厳し

くなっておりまして、そういう要素もあってなかなか全体の進捗が確保できなかったので

はないかと考えてございます。 

【藤田課長補佐】  若干補足させていただきますと、先ほど筆界案送付制度の活用状況

というお話がございましたけれども、筆界案等の制度につきまして、まだこれ途中段階の

情報でしかないのですが、たしかにご指摘のように、都市部の真ん中地域につきましては

なかなかあまり活用が進んでいない。むしろ、精度区分からいくと甲二から乙二ぐらいま

での間で筆界案が使われているという状況にございます。さらに、先ほどもう１つご質問

のございました地籍調査の着手状況でございますが、ここの１０年間の間で市町村合併が

進みましたので、比率だけで申し上げさせていただきますと、地籍調査、平成１１年が完

了市町村が３０％、実施中が３１％、休止中が１３％、未着手が２６％だったものが、こ

れまた次回にでも資料、必要であれば出させていただきますが、平成１９年度におきまし

て、完了が２３％、合併した関係で、完了したところとまだ終わっていないところが合併

しますとまだやっている途中になりますので、完了が２３％、実施中が３９％、休止中が

２０％、未着手が１８％になります。 

【堤委員】  １０ページの資料です。もう説明したよね。 

【藤田課長補佐】  ああ、現在のは今の、１０ページの資料でございます。 
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【堤委員】  それを言えばいい。 

【藤田課長補佐】  はい。ということで、１０年前が未着手が２６％だったものが、現

在未着手が１８％という形になっておりますので、合併の影響もございますけれども、着

手は進んでいるというところでございます。さらに、都市部でございますが、東京都の市

区町村で見ますと、平成１１年度の段階で東京都の市区町村は６２ございまして、そのう

ち１６が着手しておったのが、平成１９年度ですと２７まで増えてございます。１.７倍に

なってございます。大阪府下は、もともと２しかございませんでしたところが８まで増え

ておりまして、２から８まで増えて４倍というのもいかがものかと思いますけれども、増

加傾向にあるということは数字として出てございます。以上でございます。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございます。多分、藤原先生のご質問の意図

は、いろいろ頑張っていらっしゃるけれども、それが今精力的に進めようとされている方

にとっては新たな道具を得るというか、方法を得るということで、大変結構なんだけれど

も、これまで残念ながらあまりご関心がないところとか、財政的な問題で取り組めないと

ころにとっては、道具を用意してもらっても、それを使うすべがない。チャンスがないと

いうようなことなんだろうと思います。ですからその辺が、これまで手を打ってきたもの

がどういう自治体に効果的に働いて、どういう自治体にとっては使いたいんだけれども使

いようがないのか、あるいはやはりまだ関心がないのか、そのあたりをもう少し整理する

と今後の打開策が見えるのではないかというようなご質問だったのかなという気がいたし

ました。 

【藤原委員】  そのとおりです。 

【清水委員長】  この資料３の１２ページの、この十箇年計画の達成状況というやつで、

これも藤原先生、これに端を発せられていろいろ問題提起をしてくださったものですが、

これを全体の何平米、何平方キロ云々というのも重要ですが、各土地利用別にどのぐらい

達成度があるのかとか、もう少しこの１０年を自己評価するような、公にどのぐらいする

べきかどうかはまた違うと思いますが、この場での議論では、もう少し細かな評価をして

おいたほうがいいのかなという気がいたしましたので、次回、ここで議論するかどうかは

ともかくとして、参考資料としてご用意をお願いしたいと思います。 

【石川国土調査課長】  はい。 

【清水委員長】  そのほかいかがでしょうか。 

【小野沢委員】  よろしいでしょうか。 
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【清水委員長】  はい、お願いします。 

【小野沢委員】  小野沢でございます。１点だけ質問なんですけれども、この１０年間

で各市町村は地籍測量を行う上で、意味合い的な優先順位なんかを決めて行ってきたのか

どうかということで、もし優先順位を決めているとすれば、どんな状況になっているのか

がわかれば、お教えください。 

【清水委員長】  はい、ありがとうございます。お願いします。 

【石川国土調査課長】  十箇年計画は、そもそも緊急に実施する必要のある地域という

ことで市町村からデータが上がりまして、それをベースにしています。それで作成してお

りますので、具体のそれぞれの市町村ごとの内容を分析したようなものというのは今手元

にありません。いずれにしましても、市町村ごとですね。私も全国幾つか市町村を回りま

したが、山の部分にかなり今力を入れているところもございますし、また都市部について

重点を置いているところもございます。優先度につきましては、後ほどまた次の課題にも

関係あるんですが、基本的には市町村で判断をしていただいて、そういうところについて

国の十箇年計画について全体をまとめていくという仕組みで考えております。 

【清水委員長】  はい、わかりました。よろしいでしょうか。そのほかいかがでしょう

か。お願いします。 

【山下委員】  さっき、最後にちょっとご指摘があったんですけれども、基本的には市

町村の判断にお任せしているというところが、ちょっと引っかかるわけですよね。つまり、

やはり馬を水飲み場に連れていく必要があるわけですが、そうした面での政策というのは

これまで十箇年で、何をどうしてこられたかということは、ちょっとご説明いただけるん

でしょうか。 

【石川国土調査課長】  はい。市町村で未着手のところとか休止中のところについて、

やはり首長さんにまずこの調査の必要性について理解していただくということで、直接的

に幹部の方にも働きかけを行っていますし、いろいろな形で県を通じましても、ＰＲ、広

報ですね、していただいております。国の事業の中でも着手を推進するための事業という

のを設けておりまして、県でそういう予算を使っていただいて、特に未着手の市町村への

働きかけ等々に活用していただいているところでございます。 

【山下委員】  という感じなんですね。はい、わかりました。 

【清水委員長】  そうですね、もうちょっと具体的にあるといいなと思いますが。 

【堤委員】  よろしいですか、私も。 
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【清水委員長】  はい、どうぞ。 

【堤委員】  地籍調査の促進のほうの小委員会にいましたので、その場で例えばこの８

月の別紙２の１６ページと１７ページなんですけれども、国交省の国土調査課だけで苦労

されるのではなくて、林野庁だとかあるいは公共事業をやっているところだとか道路局だ

とか、国交省を挙げて、あるいは林野も入れて、もっと連携を密にしてやるべきではない

かということを申し上げて、その方向については僕らのした答申のほうというか小委員会

としての報告は出したんですが、この１６、１７の具体的な取り組み状況を見ますと、何

かその、格好だけつけただけで終わっているような。例えば林野を見ましても、下のほう

でも何か、担当の横同士が連携をより緊密に図られるように努めるべきであるとかね。あ

るいは１７ページを見ても、ちょっと聞きたいんですが、新しく平成２０年度から何か連

携調査事業が導入されたこれは何だかよくわからないんですが、これもう少し説明いただ

きたいので。その下のほうなんかでも、こういう一片のと言ったら失礼だけれども、こう

いう文書が出されて連携を図れというだけにとどまっているような感じがするので。僕が

言いたかったのはそうではなくて、具体的にさっき、馬を水飲むところに連れていくとい

うようなことで、せっかくいろいろな公共事業をお持ちなわけだから、その公共事業をや

るときには、地籍調査もあわせて着手されたら、こういうことは言ってはいけないけれど

も、補助金をつけやすいと言っては悪いけれども、そういうふうなこととか、あるいは林

野では僕はもっとそれ以上に、もうこういう地籍をしっかり把握していくということは林

野の保全そのものではないかということを、あのときも申し上げたと思うのですが、林野

そのものが、林業そのものがもう崩壊してしまっている。山林が崩壊しかけているわけで

すが、その中でやはりそういうような森林整備の、間伐だとか何だとか下刈りだとか、何

かそういうような作業とこういう基礎的な資料の整備というのは関係あるのではないかと。

それを関連づけて何か助成制度を設けるとか、そういうものの具体的な実のある連携をや

ってもらいたいなというのが、私が申し上げたことだと思うんですけれども。 

【石川国土調査課長】  すみません、先ほど詳しく中身をご説明しなかったので。１つ

には、林野庁の連携ということで、ちょうど１年前、昨年の２月３月にかけて、今ちょう

ど地球温暖化対策ということもあって、林野庁で森林整備、つまり間伐の促進について法

律も制定されまして、積極的に進められているということもあって、私どもとしても、森

林の作業を行うにあたっては、境界が明確化していないと作業ができないということで、

森林組合で境界情報のあるところと、市町村の地籍担当部局でしっかり連携して、森林組
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合の情報をこちらでもいただきますし、また地籍調査の成果についても森林組合と共有し

ていただく。特に、これは林野庁の事業でも境界の明確化のための事業を進めようとされ

ているのですが、そういう中にあっても、地籍調査の手法について、できるだけ参考にな

るような形で調査されるよう連携していきたいと思っております。 

それから、公共事業との連携について、これは既に都道府県によっては、県の中の仕組

みとして具体の策を取っているところもあったわけですが、今年度からは特に国の直轄事

業と地籍調査、国直轄の道路事業と今具体にやっております。これから国道の整備が行わ

れるようなところについて、事前に地籍調査をやっていただいて、スムーズに事業を進め

ていただくと。そういうところの市町村に対しては、国としても支援を行っていく。先ほ

ど申し上げた地籍アドバイザーを派遣するとか、業務の委託の仕方につきましても包括的

にできるとか、いろいろな形で国からも支援を行いまして、公共事業と連携しました地区

で事業が進みやすいようにということで。これは今年度から行っているところでございま

す。 

【三島委員】  今お話があった林野庁の具体的な話の中に、２１年度から森林境界確定

事業というのが取り入れられてきています。そういった意味で今、私は岐阜県の森林組合

連合会の者なんですけれども、先ほどお話がありましたように、山の境界が森林整備を阻

害しているというところがあって、私たちも林野庁に対して要望を幾つか上げてきたんで

すが、具体的な話として今そういったものが上がっていますが、そのほかの事業の中にも、

事業を実際にやる段階で、今言った境界の確定作業をやって事業を進めるというような部

分の事業を幾つか取り入れていただいていますので、一遍に全部の地籍調査にすぐそのま

まつながるという話ではなくて、何年かそういったことを積み重ねることによって、間違

いなく次のステップにはつながるのではないかと思っています。具体的な提案事業は、後

ほどの課題の中で私も提案させていただきたいと思います。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございます。皆様方からのまだご質問あろう

かと思いますが、大体皆様方のご意見も、今後の課題に向けた内容が多くなってきたかと

思いますので、次の議題がまさに今後どうするべきかということの議論でございますので、

そこでまた内容は前に振り返ってでも構いませんので、またご質問等ちょうだいできれば

と思います。議題でいうと４番になりますが、地籍調査促進に向けた課題についてという

ことで、石川課長さんからよろしくお願いします。 

【石川国土調査課長】  はい。それでは地籍調査促進に向けました課題について、資料
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５で説明させていただきます。 

 資料５の１ページに、これは事務局としまして、今後具体的に検討いただいたらどうか

ということで課題をまず出させていただいております。１つ目が、地籍調査の対象地域と

いうことで、後ほど詳しく説明しますが、調査の実施にあたっては、土地取引の可能性等

を踏まえた優先度を勘案していくべきではないかということが１つございます。 

 それから２つ目としまして、都市部における地籍調査の課題ということで、民間測量成

果などを地籍調査に有効に活用するために、具体的にどのようにしていったらいいかとい

うことがございます。３番目としまして、山村部における地籍調査の課題ということで、

山村部での地籍測量と一筆地調査の両面で調査の簡素化を図っていくことはできないかと

いうことでございます。 

 ４番目が、土地所有者の方が所在不明の場合の取り扱い。所在不明の場合であっても、

一定の要件を満たした場合には筆界未定とはせずに筆界を確認することができないかとい

うことを考えております。 

 その他の課題について、また整理してございます。 

 ２ページから具体の話でございますが、まず地籍調査の対象地域ということでございま

す。地籍調査の対象地域につきまして、調査を行うことによりまして、土地の境界トラブ

ル等の未然防止に資するということなんですが、土地取引の今後の可能性とか境界トラブ

ルの生じる可能性という観点から考えますと、まだ終わっていない地域について、いろい

ろな地域があるのではないかということでございます。下の図で見ていただきますと、こ

の調査実施済みの地域とそれから国土調査法１９条５項指定地域については調査済みと同

等の扱いでございますけれども、残りの地域につきまして、例えば土地区画整理事業とか

土地改良補助整備事業等が実施されている地区につきましては、図面上は公図の中でまだ

残されているわけですが、ただそういう事業が行われていますと地図については一定程度

以上精度の高いものがあるということで、境界について一定程度明らかになっている地域

というものが存在するかと思っております。そういうところがあるということでございま

す。それから次に、土地取引の可能性が少ない、境界トラブルの生じる可能性が小さい、

大規模な国公有地等ですね。具体には国有林は地籍調査の対象外という扱いになっており

ますが、県の県有林とかその他公有林について、これは森林面積の約１割ぐらいを占める

といわれていますが、こういうところと、あと砂浜、砂丘、あるいは大規模な都市公園、

空港用地、防衛施設等ですね。かなり大規模なところで、公的な主体も管理しております
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し、トラブルの生じる可能性は小さいのではないか。そういうものも入っているというこ

とでございます。こういう地域の特性も踏まえた優先度というものを勘案すべきではない

かということでございます。 

 次の３ページをごらんいただきますと、横浜市の具体の、今申し上げたような地域の状

況を図にしてございます。斜線の引かれたところが既に地籍調査の終わったところという

ことでございます。それから、事業関係では、土地区画整理事業の行われたところが青で

示されております。また、薄い緑色が、これは土地改良事業ですね、圃場整備事業の行わ

れているところ。都市公園が黄色、また埋立地というものがございます。１９条５項の指

定というものが、一部この赤枠で囲まれている事業実施地域については、１９条５項の指

定がされているということでございますので、それに入っていないところについてはまだ

地籍調査が未実施の状態になっているわけでございます。残っている白地のところが、ほ

んとうの意味でといいますか、そういう事業の対象になっていなかったその他の地域とい

うことで、この右の図で整理しておりますが、こういう未実施の地域の中でも、大規模国

公有地とか他の事業によって地籍が一定程度以上明確になっているところを除いたところ

が、実際に境界トラブルが生じる可能性が相対的に高い地域として、逆にいいますと地籍

調査の優先度が高いと考えられるのではないかということでございます。 

 以上、対象地域の考え方で、課題として整理したものでございます。 

 それから４ページが、都市部での地籍調査の課題ということで、ＤＩＤでは進捗率が２

０％と非常に低い。着手率についても同じく低いということがございます。進まない理由

は、先ほど申し上げたとおりでございますけれども、一方で民間の開発に伴って、非常に

精度の高い地積測量図というものが出される環境が整ってきたと。都市部につきましては

街区基準点が打たれまして、これを活用されて測量もされる。また、不動産登記法の規則

の改正をふまえまして、世界測地系の座標値も入ってくるということで、これが活用可能

になってきている。年間で全国約２４０万筆の地積測量図というものが出されている。こ

れは１９年度でございます。中身を見てみますと、東京とか大阪、そういう都市部で全国

平均から見ると５倍とか６倍ぐらいの地積測量図が出されているというデータもございま

して、こういうものが活用可能なものとして蓄積されているということでございます。こ

ういう民間測量成果を地籍調査に有効に活用していく、そのための手法をどう考えたらい

いかということで、この課題を整理してございます。 

 ５ページ目にその案ということでございます。官民の、現行でもそういう仕組みがあっ
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たわけですが、官民の筆界情報を先行的に整備していく。この街区の外周の部分につきま

して、右の絵のほうは官民境界情報を先行的に整備した場合。左のほうが通常の地籍調査

によった場合ということで、イメージ図をかいてございますけれども、調査開始から数年

たった後に、通常の地籍調査を行ったところでは、この青く塗られたところが、これは民

民境界を全部含めて地籍調査が終わったところということでございますが、その他の地域

についてはまだされていない。ただ、地積測量図はその他の地域にあっても出されてきて

いる。この場合に、官民境界は、地積測量図１つ１つをつくる際には当然官民境界につい

て確認等はあるわけなんですが、一律の情報に基づいていないということもあって、必ず

しも整合が図られていない可能性がある。この図をよく見ていただきますと、官民境界の

部分が、１つごとの地積測量図についてはずれもあり得るのではないかということを表示

してあるわけでございます。一方で、右のほうの図で、官民境界を先行的に調査を行いま

すと、同じ期間のうちに、かなり広範な、調査ができるということで、そういう該当地区、

調査の終わったところについては、その後出されてきます地積測量図について、少なくと

もその官民境界の部分については整合の取れた、一律の情報に基づいた地図として、地積

測量図が出されると。非常に精度の高いものが出されてくるということがございます。こ

ういうことを考えますと、その下のほうに、先行整備をした場合のメリットということで

整理してございます。１番としまして、今申し上げましたが、都市部においては、外周、

官民境界を先行的に整備した情報があるだけでも、民間の開発をされるときにはそれだけ

でも有効な情報になるだろうということが１つございます。 

 それから２つ目としまして、官民の筆界情報、あるいは民間の地積測量図を活用して、

この右の図の場合であっても当然地籍調査は最終的に実施することになりますので、本体

の地籍調査、残っている民民境界もすべて調べる際には、こういう地積測量図の情報が積

み重なっていることによって、非常に全体としては進めやすくなる。円滑化に役立つので

はないかということがございます。それから３番目としまして、こういう官民境界を先行

的に進めていくということについては、調査の、事業実施主体になります市町村にとりま

しても、着手がしやすいのではないかと考えられます。そういう動機づけにも効果がある

であろうと考えられます。 

それから４番目としまして、こういう官民境界を先行的に行うと、広範にするということ

で、少なくともそこにかかる分については境界トラブルが防止される。そういう効果が当

然考えられるわけでございます。 
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最後に、官民筆界情報の活用によりまして、自治体で公共物の管理にも活用できますし、

また公共用地の買収等があった場合でも円滑化が図られるということがメリットとして挙

げられるかと考えております。 

 次の６ページからは、山村部での調査の課題ということでございまして、地籍測量につ

いて、今、測量の器械とか手法につきましては、山でも都市でも全国同じ器械で指定され

ております。ただ、山村部では土地の取引とか土地利用が少ないわりには、同じ器械を用

いて手間もかかる。なかなか調査の実施の気運も高まらない、そういうこともあって気運

が高まらないという事情があるわけでございます。さらには地形が急峻な場合には、調査

測量そのものが困難な場合もあるということがございます。また、土地所有者の高齢化が

あって、現地立ち会いでも危険を伴うこともある。事実、立ち会いの方が事故で亡くなら

れたケースというものも報告されてございます。こういうことも踏まえますと、１つには

測量の技術について、今相当進んできている新技術を活用することによって、山村部で求

められる精度が確保されるのであれば、より簡易な測量機器でも精度の確保は可能ではな

いか。具体には、この６ページの右上のほうに、これは乙二、乙三という、山村、山林対

象の、地籍調査に必要な測量精度について書いてあるわけですが、公差でいいますと数十

センチから数メートルぐらいの、誤差の許容範囲というものがありますので、こういうも

のが満たされるのであれば簡易な測量器械でも良いのではないかということが考えられま

す。それからもう１つ、右のほうですが、立ち会いが得られない相当の理由があれば、筆

界案というものを、客観的な資料によって筆界案というものができるのであれば、それに

よる確認が可能と、こういう仕組みが現在あるわけですが、これまでは、専ら現地に来ら

れないような筆界案を送付するというようなことを想定して使われておりましたけれども、

立ち会いの得られない相当の理由の中に、例えば現地が急峻、地形が非常に険しくて危険

とか、そういうことも読み込めれば、筆界案による確認ということも可能ではないかと考

えられます。ということが課題として整理してございます。 

 ７ページに、今の簡易な測量機器・手法について、具体の器械について紹介しておりま

す。上のほうは、地形が急峻な地域でも持ち運びが可能で簡易な機器として、デジタル方

位距離計とか簡易トータルステーションというものがございます。また、衛星を用いた測

量手法、ＧＰＳを使った器械として、ディファレンシャルＧＰＳとかネットワーク型ＲＴ

Ｋ‐ＧＰＳと、こういう器械につきましても、先ほどの山林部で求められる精度を確保す

ることは十分可能ではないかと考えております。 
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 右側には、もう先ほどご説明しましたけれども、筆界案送付制度というものが動いてお

りまして、この中で立ち会いが得られない相当の理由として、地形が急峻で現地に行けな

いと、そういうことも読み込めるのであれば、筆界案での確認が可能になるのではないか

ということでございます。 

 それから８ページでございます。土地所有者の方が所在不明の場合の取り扱いというこ

とで、従来は土地所有者の方が所在不明の場合には、筆界案がたとえできたとしても送れ

ないということで、それだけで筆界未定となっていたわけでございますが、ここに今、模

式的に図で書いておりますが、１人の方が所在不明の場合に、その方の土地の周辺、周囲

を所有されている方の土地がすべて筆界未定扱いになってしまうということがあります。

そういう方にとっては非常な不利益になるのではないかということがございます。また、

こういう筆界未定の土地が、地籍調査をやることによって所在不明であるということが確

認されて、筆界未定という格好になってしまうと、そのこと自体が、今まで顕在化しなか

ったような問題が出てきてしまって、地籍調査が問題になってしまうのではないかという

ことも想定されます。さらには、今後都市部、山村部で調査が促進されますと、所在不明

のケースというものも増えてくるのではないかということが予想されています。こういう

ことを踏まえますと、特に所在不明の場合の扱いとして、一定の要件を満たした場合には

筆界未定とはしないで、境界確認、筆界を確認することができないかという課題を考えて

おります。 

 ９ページには、その際の参考になる仕組みといいますか、法務省の制度で筆界特定制度

というのが平成１８年から施行されておるということでございます。これは例えば、隣地

の方がおられない、所在不明の場合であっても、その当事者がそこの筆界についてはっき

りしてほしいということを登記所に、筆界特定登記官に申請されますと、筆界特定登記官

が外部の専門家であります筆界調査員の方に調査をお願いして、そういう方の意見を踏ま

えて現地で筆界の位置を示すことができるという仕組みになっているものでございます。

右のほうに、筆界特定制度の流れが整理されておりますが、まず土地所有者等からの筆界

特定の申請を受けまして、その関係の土地の所有者の方に筆界特定の申請があったという

通知をするわけですけれども、この場合、相手がどこにいるかわからない場合であっても、

公示送達と、所管の登記所、法務局で一定期間掲示をされれば、所在不明の方にも通知が

されたとみなされまして、次に進む。筆界調査員によります実地の調査が行われまして、

その成果を踏まえまして筆界特定登記官が筆界を特定していく。その際には、客観的なこ
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れまでの登記の記録とか、地図の内容、現地の状況、工作物の有無、設置経緯等々、そう

いうものを総合的に判断、考慮しまして、筆界特定登記官が特定するという仕組みがござ

います。こういう制度を参考として、地籍調査の中でも同様のことができないかという課

題がございます。 

 最後、１０ページには、その他の課題ということで、地籍調査検討小委員会の報告書の

中で全体の課題、今後に向けた取り組みということで検討課題を示していただきました。

そういうものを再度整理しておるわけですが、地籍調査促進に必要な基準点の適切な設置

とか、広報充実、市区町村への支援の充実、関係機関との連携強化、調査成果の地理空間

情報としての活用等が、今後の地籍調査を進めるに当たっての課題として考えられると思

っております。 

 以上でございます。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございました。それでは、あと３０分弱とい

う時間でございますので、効率的に議論してまいりたいと思います。 

【藤原委員】  １点だけちょっと言わせてください。 

【清水委員長】  はい。 

【藤原委員】  ほんとうに申しわけないのですけれども、１０年前の議論と同じなんで

すね。手立ての中身が若干違うだけ。それで要するに、人工衛星ではないけれども問題点

の周りだけ回っているような気がします。まことに失礼で申しわけありません。要は、未

着手の市町村の、ここで今やったのはそれは確かに、それぞれは重要な政策ですよね。そ

れで誘因にはなるかもしれません。だけれども、市町村にその気になってもらうための誘

因というのは、先ほど言いました、前回もその筆界案の送付だとか外部委託だとか、そう

いうことで進むということでやった。だから逆に言うと、市町村にその気になってもらう

ための具体的な施策というのはあの中には盛り込まれていないんです。だけれども、２つ

の施策で済むのではないかという期待で、委員の皆さん方も了承されたと私は理解してお

りますが、今回のこの提案を見ると、それぞれそれは、所有者がいないときとか、山間部

の立ち会いだとか、先行調査、地積測量図の活用、重要でしょう。だけれども、それは１

つの支援の、１手段にしか過ぎないと思います。やはり抜本的に刷新を図るということで

あれば、市町村の誘因なんていう弱い話ではなくて、市町村にその気になってもらうため

に、例えば予算の配分の仕方、仕組みを変えるとか、そういう抜本的に変えてその気にな

るようにするという、そういう方策というのを検討していただかないと、この委員会でま
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た了承した、また１０年たってまたすみませんでしたという、私はそういう心配がありま

すので、もうちょっと真正面から、その気になってもらうための手法についての、私は提

案をしていただきたいと希望いたします。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございます。 

【山野目委員】  よろしいでしょうか。 

【清水委員長】  はい、どうぞ。 

【山野目委員】  地籍調査促進に向けた課題について、次回もう１回議論をする機会が

ありますから、今日は簡単に意見のみを申し述べさせていただきますが、都市部の問題と

所在不明者問題について、１点ずつ意見がございます。 

 資料５の５ページの、都市部に関する今後の方向性のところでちょうだいをしているヒ

ントのことについて、まず意見を申し上げます。ここでお示しいただいている発想は、簡

単に言いますと、街区の外周りのところについての調査測量を固めた上で、徐々に内部に

入っていこうという、地籍調査の一種の段階的施行の発想をお出しいただいているわけで

あります。この発想に対して、まず大変よいアイデアであって賛成であるということを申

し上げたいと考えます。そもそも、都市再生街区基本調査の場面における街区基準点と街

区点の設置もそういう発想で始まったことでありますから、その発想で今後大いにお進め

いただきたいと考えますと同時に、これをなさるのであれば、これを国土調査関係の法令

の中に明確に位置づけていただきたいと希望いたします。現行の法令の規定からも読めな

いことはないと感じますが、やはり一般の人に啓発していく、あるいは市町村の方に理解

していただくという観点からは、街区外周で１回事業が終結して、その成果が保存されて

いく必要があります。その上で中身に入っていくことは、放棄はしておりませんが、また

次の段階なんですということが明確になっている必要があると考えます。関連しますが、

街区外周情報が固まれば、それは適切に保管管理された上で、保管管理されているだけで

はなくて、土地家屋調査士の方が作成する地積測量図の場面において、それを活用しても

らうということが必要でありますから、その点について法務省と緊密な連携を図っていた

だく必要もあるのではないかと考えます。そのような点からいっても法制化が望まれるも

のであると考えます。それが５ページでございます。 

 それから８ページですけれども、所在不明者の問題ですが、この所在不明のことでお悩

みであって、いろいろ進まない問題があるということは理解いたしました。その所在不明

の場合でも、場合によっては、８ページの一番下に、一定要件を満たせば、と書いておら
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れるのですが、筆界未定とはしないであえて筆界確認を進めるというアイデアは、大変重

要であるし勇ましいと感ずるのですが、ちょっとここについては、問題は一定の要件を満

たせば、というときの、一定の要件の如何が問題であると考えます。次のページに筆界特

定制度があり、あれでやれるようにこちらも、というふうに、簡単にお考えになってはい

ないと思うのですが、簡単にお考えになっては困ると感じます。というのはなぜかという

と、あれは筆界特定であるからこそできるというか、あそこで用意されている手順で初め

て可能なことなのであって、それと同一水準のことをこちらでクリアしていただくのでな

ければ、そこででき上がった成果が地籍図として登記所に送られた後、いろいろまたその

精度、品質について難しい問題が起こるのではないかとも思いますから、これをやめてく

ださいとまでは申し上げませんが、一定要件をきちっと、この委員会を皮切りとして、勉

強していく必要があると感じます。以上でございます。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございます。大変重要なご指摘をちょうだい

できたかと思うのですが、石川さん、コメントございますでしょうか。まず最初の、藤原

先生からの大胆な、抜本的な改革という……。 

【石川国土調査課長】  はい、いいご意見かと思います。私どもとしましても、直接的

にそういう首長さんに働きかけるということももちろんやっておるのですが、こういう、

今の十箇年計画に入るときに筆界案の仕組みをつくりましたし、外部委託の導入もやった

んですが、実際にこうなじんでくるのに、どうしても時間がたってしまって。少なくとも

今時点でさらにそういうものを活用していただくように、具体のやり方を示すとか、力を

入れていきたいと思っております。 

【清水委員長】  山野目先生のご質問はいかがでしょう。 

【石川国土調査課長】  はい、山野目委員からご指摘があったことも検討してまいりた

いと思っております。官民境界の先行調査を行う場合について、どういう形で位置づけら

れるかということで、検討させていただきたいと思います。また、所在不明の場合の一定

の要件、当然これは最終成果は登記所で受け取っていただかなければ何の役にも立たない

ということですので、そこは十分、法務省とも詰めさせていただきたいと思います。 

【藤田課長補佐】  若干補足させていただきます。 

【清水委員長】  はい、お願いします。 

【藤田課長補佐】  先ほどの抜本的な見直しをというお話でございましたけれども、地

籍調査が進まない理由、多分いろいろあろうかと思います。１つにはやはり、そういう手
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法なりという問題でございましたが、ご指摘のあった経費の負担の問題でございますが、

実は地籍調査、かなり昔の段階ではもっと国の負担割合が高い時期も実は進まなかったと

いう経緯もございまして、お金を例えば、もし国が全額負担すれば市町村で実施していた

だけるかというと、それも必ずしも真ならずだと思っております。大きな原因としては、

国民の皆さんが、登記所にある地図というのはやはり、面積も含めて正確だと思っておら

れる方も結構多くいらっしゃって、そういう部分からしっかりと国民に対して周知活動を

していくというのも、地籍調査の市町村実施に向けた気運を高めるという観点からいくと、

大事な観点だろうなと思ってございまして、今回詳しく書いておりませんが、１０ページ

のその他の課題で、広報の充実というのを入れさせていただいておりまして、そういう観

点かなと思ってございます。あと、山野目先生のご指摘、また藤原委員からもございまし

たけれども、所在不明の扱いにつきましては、我々としても筆界特定制度と同等レベルの

もので、登記官と同じことが市町村にできるとは思っておりませんで、幾つかの段階でお

そらく法務省さんと協議をさせていただくような形で進めていける範囲というものを、先

ほど一定の要件というものを詰めてまいりたいと、また検討の上でご審議いただきたいと

思ってございます。以上でございます。 

【藤原委員】  ちょっと誤解があるかもしれません。要するに、検討をいろいろされて

いると思うので、その検討されている中身をちょっとこちらで、こういうことを検討した

んだということを説明していただければ、私も別に怒っているわけではありませんので。

ちょっとそういうところのご検討はどういう形で進められているのかなという、そういう

視点の話ですので、ご了解いただきたいと。 

【清水委員長】  はい。抜本的というのは、でも大変キーワードとして重要で、今抜本

的に改革しないと改革していないことになってしまうような時代でもありますので、何か

大きな、今後この調査をどういうふうに変えていくんだという何か、理念のようなものを

打ち出したいところが正直ありますよね。そういうことであろうかと思います。山野目先

生からのご質問ご意見も大変重要なことで、私なんかですと、筆界特定制度のいいアイデ

アをうまく使えないかなぐらいで終わってしまうんですが、よく考えれば当然のことで、

やはり議論でクリアにしないといけないところが多数あろうかと思いますので、ぜひ今後

の課題とさせていただければと思いますので、よろしくお願いいたします。はい。 

【三島委員】  山の、森林組合のほうからせっかく参加させていただきましたので、山

村部の地籍調査について少し提案させていただきたいと思います。先ほどの市町村の取り
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組みの話でも、やはり岐阜県でも、非常に取り組んで熱心にやっていただくところとそう

でないところとがあるということで、中身を見てみますと、要するに簡単にいうと、担当

者がそんなにいい意識を持ってやっているかやっていないかというのが非常に大きいです。

もう１つ大きいのが、途中でもお話がありましたけれども、今県でも市町村でも財政的に

非常に厳しいというところがあって、これが予算的なものが減っていくためになかなか取

り組めないというところもあります。この辺また別の観点で見ていただきたいと思います

が、いかにもやはり市町村の担当者の意識が、要するにこんなもの、面倒くさいのに何で

やるんやという話の部分というのが非常に強くて、なかなかできないというのが実態です。

私たちは今、先ほどもお話ししましたが、山で間伐とかいろいろなことをやらんならん、

仕事をしていかないかんときに、以前は要するに現物がそこにあって、人がきちっと管理

しておればいいわという形で補助金が払われてきたところがありますが、今はそんなわけ

にいかんで、要するにきちっと自分の土地であることの確認したところに補助金を出して

いくという話になってきまして、先ほど私が言いましたけれども、そういったものには結

構コストがかかりますので、林野庁にお願いして補助金を出していただきたいという話を

して、大体そういった方向が昨年あたりからいろいろな形で出てきておりますが、かなり

具体的に２１年度は林野庁の支援が得られるようになってきているというような状況です。

そんな中で、一番そういったことをやっていくときに、山の中を見ていただきますと、結

構木が生い茂っている、それから道は大してないというような状況なんですね。一番のあ

れは、都市でも同じような話であれなんですが、基準点がないというところから、例えば

ＧＰＳを使っても、使える部分というのは非常に少ないんですね。尾根の上が開いたとこ

ろとか、道があって林がないとかいうところしか使えないので、そういった意味では治山

施設の堰堤とか、それから林道であるところの橋とかというようなところに基準点をきち

っとつくっていただければ、そこからもとにして境界のほうに対して、要するにくいを打

つのは木の下みたいなことで、全然ＧＰＳ使ってもはかれませんので、そういったような

部分というのもぜひお願いできんかなという。県に対しても私も前からいろいろな形でお

願いをしておるんですが、なかなかそちらのほうに行きませんので、そういったことをで

きないかなと思います。それから、今のＧＩＳとかオルソフォトの部分の整備もかなり進

んできていますので、先ほどの筆界の話の部分の、事前に当たって行く前の段階で、そう

いったデータをもとにしていろいろな、かなり施策、私たちがやっている仕事が進んでい

きますと、そういった境界がかなりできてくると思うんですね。そういった中で、もうこ
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こなら地籍調査をやっても、ほとんど次のステップをきちんとできるのかなというような

部分というのが、そんなにたたずに、今一生懸命いろいろなことをやっていますので、で

きるのではないかと思っています。それを活用していただくということですが、そのとき

に、提案もありますけれども、いかに前にある測量が精密な測量をしていただくかという

ところで、ものすごいコストがかかっているんですね。このコストをやはり、ある意味で

いうとさっき言ったＧＩＳとかオルソ写真なんかを整備する段階も含めて、全体のコスト

は上げないけれども配分を変えることによって、予算の適正な執行ができるのではないか

と思っていますので、そういったことをお願いしたいと思います。 

 それからもう１つは、個人情報の話がにわかに今高まってきていて、これが大抵、役場

の職員の人たちが非常に困っているのは、個人情報をどこまで、この今言っている地籍調

査をやる段階でやっていったらいいのかというのがわからんという。逆にいうと、変なと

ころでもう、自分がやりたくなければそういうことで、それを理由にしてオミットしてい

くという手段に使っている部分もたまたま見当たりますので、今の地籍調査をやる段階で、

個人情報の取り扱いをするマニュアルみたいなものをつくって、ここまではいいんですよ、

ここからはだめですよという、できるかどうかちょっとわかりませんが、そういったもの

ができると非常に仕事がしやすいというところを感じます。これは、森林組合のほうも、

そういった人たちと連携して今の施業の集約化、施業をやるところを集約化していくとき

に、市町村の協力が得られると非常に楽にできるんですよね。そういったこともございま

すので、ぜひそういったことの部分、マニュアル化、個人情報をどうしたら、取り扱いに

対するマニュアル化みたいなものをつくっていただけるとありがたいと思います。 

 それから最後に、今山の話をしていますけれども、やはり行政当局、市町村の人たちは

山を見てほっといても、農地宅地だけやればいいじゃないかというところも多分にあるん

ですね。かなり放置されているところが多いものですから、できたら一体的に両方を。と

いうのは、そこへ案内する人やらいろいろな境界精通者なんかは共通している部分が多い

ものですから、やはり人のためにしてやっていくような全体的な指導をぜひやっていただ

けるとありがたいなという。以上です。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございます。何か簡単に、お答えなりコメン

トできることがあればお願いしたいですが。ご意見として伺っておくことになって、よろ

しいでしょうか。 

【石川国土調査課長】  はい、参考にさせていただきます。 
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【清水委員長】  時間も限られておりますので、今日まだご意見ちょうだいしていない

委員の皆様方もいらっしゃいますので、まだ発言されていない委員の方々からお伺いした

いと思いますが、いかがでしょうか。ではお願いします。 

【山脇委員】  土地家屋調査士の山脇です。先ほどからちょっとお話が進んでいる中で、

若干私のほうで考えさせていただいていることを述べさせていただきたいと思うのですけ

れども。９ページの、先ほどありました筆界特定制度のフロー図のようなものがありまし

て、この中で私が見させてもらって考えることは１つ、地籍調査の中での公示送達という

ようなことができないだろうかということなんです。というのはやはり、申請があったも

のを関係人にちゃんとした通知が行って、それでもやはり所在がわからないということが

必要だと思いますので。それと、先ほどもちょっと山野目先生もおっしゃったかと思うの

ですが、登記所との協議ですね。これは必ずしていただかないと、なかなか筆界に関して

は難しいところがあると思いますので。それとあと、この所在が不明の場合でも、一定の

要件を満たせばの、この一定の要件なんですが、ここははっきり所在不明であることと、

客観的な資料があるということ、それと先ほど言いました登記所との協議の結果を反映さ

せたものであるということ、ここは注意していただいたほうがいいかと思います。それと、

記録とか資料の保管ですね。やはり後々の問題というか、あったときのために、どういう

経過でどういう資料をもとに筆界をそこだとしたのかというものは必ず残しておいていた

だくということ、これが先ほどの山のほうの筆界案によって確認する場合もそうですが、

必ず資料とか記録は保管しておいていただきたいということです。それとあと、山のほう

なんですが、急峻な地形のときに相当な理由として判断するというようなことだったんで

すが、その場合に市町村への十分な説明というのが大事かと思われるんです。何でもかん

でもこれを適用してしまうというのはすごく危険だと思われますので、必ずこれを適用し

ていい場合というのはどういうものであるかとかいう、そういう説明をしておいたほうが

いいかなと思います。客観的な資料というのはこの場合も当然重要かと思います。あと、

代理による場合と弾力化ということの違いといいますか、その辺も少し説明をしていただ

いたらどうかなと思うんですけれども。私のほうからは、気づいたことは大体これぐらい

です。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございました。大変重要なご指摘ですので、

多分ご回答いただいてもいいですが、多分大体問題は承知していただいていると思います

ので、次回また。 
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【石川国土調査課長】  はい、承知しています。 

【清水委員長】  そのほかいかがでしょうか。お願いします。 

【横山委員】  測量士の横山でございます。この中で、基準点に関しまして、これが非

常に重要だということが委員の皆様のお話からもわかってまいりましたが、実は基準点の

適切な設置ということをその他の課題について述べられておられます。できますれば、こ

れに保存という言葉がつけられないかと思います。と申しますのは、特に街区基準点にお

かれましても、国費を使って非常に多くの基準点、街区基準点をつくられましたが、これ

が今後は市町村に移管されていくということになるかと思いますが、その保管のレベルが

統一されるのか、どのようなものになるのかということが、将来にわたって担保されるか

ということが不明なところがございますので、これをぜひ設置並びに保存、保管、ちょっ

と言葉はわかりませんが、そういったところでお願いできないかというところであります。

と申しますのは、世界測地系等で座標がわかるという、ＧＰＳを使って座標がわかるとい

う時代になりましたが、実は相対的には日本も毎年数センチ動いていく、相対的には数セ

ンチ、１０センチ動いていくような状況にありまして、やはり実物としての基準点の重要

性というのが最近特に言われているかと思います。２０００年に世界測地系にかわりまし

たが、１０年程度でしたら大きな問題はございませんが、これが２０年３０年後には相対

的に大きな変移が出てくる可能性がございますので、やはり実物の基準点の保存を将来に

わたって担保していただければと考えております。以上でございます。ありがとうござい

ます。 

【清水委員長】  はい、どうもありがとうございます。大変重要なご指摘かと思います。

ありがとうございました。そのほかいかがでしょうか。まだご発言していただいていない

先生。若松先生お願いします。ぜひ。 

【若松委員】  いえ、特に。 

 

【小野沢委員】  それでは、先ほどは質問だけだったので。都市部の課題ということで、

地籍測量で一番進まない原因というのはこの立ち会いいただけるかどうかということだと

思うのですが、立ち会いいただけるかどうかというのは、公が間に入るかどうかというの

が決定的に違うと思いますので、それと、所有者にとっては動機づけだと思うので、もう

既に資料の中でご提案されておりますが、公共事業に合わせて一定程度周辺を進めていく

というのはすごく効果的ではないかというのが１つです。それから、先ほど優先順位の質
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問をさせていただいたのですが、多分、優先順位というのは地方公共団体が決めることだ

と思うのですが、１０年間の間に多分課題が相当変わってくると思いますので、最初の３

年から５年くらいの間で優先順位を少し小さく絞ってやり始めるというのは、特に大事な

のではないかと。今どきであると、やはり防災ということと、それから中心市街地が疲弊

しているということで、公共団体にとって大きな課題ですので、そこのところを。それか

ら都市再生整備計画をつくっている範囲。これは住民の方にもアナウンスがされていると

思いますので、多少理解がしやすいという意味で、そういう優先順位というのを絞って、

３年から５年の間まずここをやるというのを明確に示していくというのが、進める第１歩

ではないかという感じがいたします。それと、すごく細かい話で恐縮なんですが、５ペー

ジなんですが５ページの官民の筆界情報を先行した場合ということが書いてございますが、

これもすごく大事だと思います。先ほどの観点から大事だと思っていまして、おそらくこ

の図面では、道路だけを、道路に接した部分の筆界だけを先行させるということになって

いるかと思うのですが、方法論として、せっかく道路に接している方の部分の筆界で立ち

会いいただくので、そこに接している一筆分くらいは、せっかくの立ち会いですので決め

ていくと。そうすると、一筆決めると、その人に接している部分の隣のところの一筆分く

らいはやることになりますのでそういう、せっかくですのでそういうところまでやってい

ったほうがいいのではないかという感じがいたします。 

【清水委員長】  よろしいですか。はい。どうもありがとうございました。それでは、

まだご意見あろうかと思うのですが、残念ながら時間も迫ってまいりましたので、今日ち

ょうだいしました意見を踏まえまして、次回のときに今日の議論の論点等を整理をお願い

したいと思います。 

 それで、議題としましてはその他ですけれども、石川さんのほうから何かございますで

しょうか。 

【石川国土調査課長】  はい。先ほどもご説明しましたが、次回は５月に開催させてい

ただきたいと思います。本日いただきました地籍調査の関係で、今後、ご意見を踏まえま

して今後の方向性ということでご議論いただきますとともに、また土地分類調査の今後の

あり方ということをご議論いただきたいと思っております。日程につきましては、皆様方

から日程ご都合をお伺いしまして、早期に調整させていただきまして、またご連絡させて

いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。以上です。 

【清水委員長】  はい。それでは、第１回目の小委員会の議事はこれで終了とさせてい
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ただきたいと思います。では最後、進行はまた事務局にお返しするということになってお

ります。よろしくお願いいたします。 

【石川国土調査課長】  ええ、ありがとうございます。本日、大変熱心なご議論をいた

だきましてありがとうございました。今日のご意見を伺い、参考にさせていただきまして、

今後のまた審議の内容を整理してまいりたいと思っております。また、本日の資料につき

まして、お席に置いていただけましたら、事務局から送らせていただきたいと思いますの

で、よろしくお願いします。本日はどうもありがとうございました。 

 

―― 了 ―― 
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